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第２編 災害予防計画 

 

第１章 災害に強い防災体制の確立 

 

第１節 防災活動体制の整備 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、応急対策等の防災活動を行

うための組織及び体制の整備を図る。 

１ 業務継続性の確保 

（1） 市は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のた

め、業務継続計画の策定等により、業務継続性の確保を図る。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な

確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状

況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂など

を行う。 

（2） 市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役

割を担うこととなることから、業務継続計画の策定等に当たっては、地域や

想定される災害の特性等を踏まえつつ、少なくとも次の事項について定めて

おくものとする。 

ア 市長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

イ 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

ウ 電気・水・食料等の確保 

エ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

オ 重要な行政データのバックアップ 

カ 非常時優先業務の整理 

２ 動員計画及び緊急連絡網の策定 

防災機関は、個々の災害対策要員の配備態勢及び役割について、あらかじめ

動員計画を定める。また、勤務時間外についても、緊急連絡網を定め迅速な防

災活動体制を確保する。 

３ 応急活動のためのマニュアルの作成等 

市は、個々の職員が状況に応じて的確に対応できるよう、災害が発生又は発

生するおそれのある場合に講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動のため
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のマニュアルを作成し、職員に周知するとともに、定期的に訓練を行い、活動

手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携

等について徹底を図る。 

また、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と男

女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

４ 人材育成及び防災訓練の実施 

(1) 人材の育成等 

ア 市は、災害時における適正な判断力の養成及び職員内における防災体制

を確立するため、防災に関する講習会、研修会等に職員を参加させ、防災

意識の高揚及び専門的知識、技術の習得を図る。 

イ 緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平時

から構築することに努めるとともに、市、県及びライフライン事業者等は、

発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経験者をリスト化

するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努

める。 

ウ 市は、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確

保・育成に取り組むとともに、随意契約の活用による速やかな災害応急対

策ができるよう、建設業団体等との災害協定の締結を推進する。 

(2) 水防訓練等の実施 

防災思想の高揚は、訓練を実施することによって一層の成果をあげるもの

である。したがって、防災関係機関が中心となって、公共的団体、民間協力

団体、学校及び地域住民等あらゆる機会をとらえて科学的、かつ計画的な、

図上又は、実働訓練の実施を重ね、責任の自覚と技術の練磨を図る。 

また、様々な複合災害を想定した図上訓練等を行い、各種対策や計画の見

直しに努める。 

その際、要配慮者の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を

支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違

い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

市は、関係機関と合同で、河川の決壊等水害を想定した水防訓練を実施し、
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関係団体及び地域市民参加のもとに、水害時の避難、初動体制等の応急対策

を習得し、併せて市民の災害予防意識の啓発を図る。 

なお、訓練後は訓練成果を取りまとめ、課題等を整理し、必要に応じて改

善措置を講じるとともに、次回の訓練に反映させるよう努める。 

（3） 防災訓練の指導協力 

市は、居住地、職場、学校等において、定期的な防災訓練を、夜間等様々

な条件に配慮し、きめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の災害発生時の

避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図るものとする。 

また、防災関係機関あるいは自主防災組織が実施する防災訓練について、

計画遂行上の必要な指導助言を行うとともに、積極的に協力する。 

さらに、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等

への積極的参加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

５ 広域応援体制の整備 

（1） 応援要請手続きの整備 

県又は他の地方公共団体への応援要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要

請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の

共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えるものとする。 

（2） 応援協定の締結等 

ア 相互応援協定の締結 

市は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合において

も速やかに災害対応を実施するため、災害時における相互応援に関する協

定や消防相互応援協定等を自治体や関係団体と締結している。 

今後とも協定内容の充実を図るため、災害対策基本法第 49 条の２に基

づき、相互応援に関する協定の締結に努める。 

なお、相互応援協定の締結にあたっては、大規模な地震災害等による同

時被災を避ける観点から、近隣の団体に加えて、遠方に所在する団体との

間の協定締結も考慮する。 

イ 技術職員の確保 

市及び県は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町村への中

長期派遣等による支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制

の整備に努めるものとする。 



 

 

- 23 - 

ウ 民間団体等との協定の締結等 

災害対策基本法第 49 条の３ に基づき、民間団体等と応援協定を締結す

るなど必要な措置を講ずることにより、各主体が災害発生時に迅速かつ効

果的な災害応急対策を行えるよう努めるものとする。民間団体等に委託可

能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）に

ついては、あらかじめ、民間団体等との間で協定を締結しておく、輸送拠

点として活用可能な民間団体等の管理する施設を把握しておくなど協力

体制を構築し、民間団体等のノウハウや能力等を活用するものとする。 

また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、訓練等を通じて、

発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意する。 

（3） 緊急消防援助隊 

市及び県は、大規模災害の発生時に人命救助活動等の消防応援を行う緊急

消防援助隊を充実強化するとともに、実践的な訓練等を通じて消防活動能力

の向上及び受援体制の確立に努めるものとする。 

（4） 広域航空消防応援 

市及び県は、大規模特殊災害が発生した場合において、「大規模特殊災害 

時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく広域航空消防応援が、円滑、

迅速に実施できるよう実践的な訓練等を通じて活動体制の整備に努めるもの

とする。 

（5） 広域消防相互応援 

愛知県下に大規模災害等が発生した場合において、「愛知県内広域消防相 

互応援協定」に基づく消防応援活動が、迅速、的確に実施できるよう実践的

な訓練等を通じて活動体制の整備に努めるものとする。 

(6) 自衛隊との連携強化 

平常時から総合防災訓練等を通じて連携を深め、災害時における応援体制

の確立を図る。 

資料 「様式・資料集」協定等の締結状況（資料５－１～87） 

６ 支援物資の円滑な受援供給体制の整備 

(1) 災害時の円滑な物流に向けた体制の検討 

市及び県は、円滑に国等からの支援物資の受入・供給を行うため、広域物

資輸送拠点や地域内輸送拠点等（以下、「物資拠点」という。）の見直しを始
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め、物資拠点における作業体制等について検討を行うとともに、関係機関と

の情報の共有に努めるものとする。 

また、緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ、運送事業者等と物

資の保管、荷捌き及び輸送に係る協定を締結するなど体制の整備に努めるも

のとする。この際、市及び県は、災害時に物資の輸送拠点から指定避難所等

までの輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ、適切

な物資の輸送拠点を選定しておくよう努めるものとする。 

(2) 訓練・検証等 

市及び県は、災害時に支援物資を円滑に搬送するため、連携して物資拠点

等における訓練を行うとともに、訓練検証結果や国、県、市、その他防災関

係機関等の体制変更、施設、資機材等の整備の進捗に応じて、随時、計画等

の必要な見直しを行うものとする。 

(3) 物資の輸送拠点 

   市及び県は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸

送調整等支援システムを用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ

登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸送拠点

の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄物資の提供を

含め、速やかな物資支援のための準備に努めるものとする。 

 

第２節 情報の収集・連絡体制の整備 

災害時の情報収集及び伝達を迅速かつ円滑に行うため、通信施設の災害に対す

る安全性の確保、停電対策及び危険分散、情報連絡体制の多重化など、通信施設

の防災構造化を図る。また、大規模災害時の有線途絶を想定して、無線通信施設

の整備拡充を図る。 

１ 情報連絡体制の整備 

（1） 情報の収集・連絡体制 

被災現場等において情報の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定して

おくとともに、必要に応じ無人航空機、車両等の多様な情報収集手段を活用

できる体制を整備する。 

(2) 無線通信施設 

ア 無線通信施設として整備されている市防災行政無線、消防無線、県防災
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行政無線及び関係機関の専用無線の拡充及び有効利用を図るとともに、新

たな地域防災無線システムの整備を推進する。 

イ 災害対策本部、避難所等との無線通信ネットワークの整備を図る。 

ウ 車載型無線機及び携帯型無線機の増設を図る。 

エ 無線施設の定期点検を実施するとともに、平常時についてもこれらの施

設を有効に活用する。 

オ 災害時の通信混乱に備え、「災害時における支援協力に関する協定」に基

づき、アマチュア無線団体との連携体制の整備を図る。 

(3) 有線通信施設 

ア 災害時において、市、春日井警察署、西日本電信電話株式会社名古屋支

店、中部電力株式会社電力ネットワークカンパニー春日井営業所及び東邦

ガス株式会社春日井営業所との通信の専用化を図るため、直接通信連絡線

（ホットライン）が整備されており、これを活用するとともに、その他防

災機関との通信連絡窓口の一本化を図る。 

イ 災害等で電話が混み合うと、発信規制や接続規制といった通信制限によ

り、通常の電話は被災地からの発信や被災地への接続を制限されるが、あ

らかじめ固定電話・携帯電話事業者に登録された「災害時優先電話」はこ

うした制限を受けずに発信や接続を行うことができるため、これを活用す

る。災害時優先電話には、一般電話と区別するためのラベルを貼付する。 

ウ 文書連絡のファクシミリの活用、携帯電話及び衛星携帯電話の整備の充

実に努める。 

２ 気象等観測体制の強化 

(1) 気象等観測施設及び設備の整備 

気象、水象等の自然現象の観測又は予測に必要な気象等観測施設、設備を

整備し、的確な気象情報の把握に努める。 

資料 「様式・資料集」気象等観測施設・設備等（資料２－１） 

(2) 関係機関からの情報収集 

気象、水象情報を迅速かつ確実に把握するため、水象情報等に関する専門

的な知識、技術を有する業者等と委託契約を締結し、観測レーダー等による

情報を端末機で収集する。これらの情報は、定時又は作成時に更新され、随

時に最新情報として確認できるものとする。 
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３ 市民への広報体制の整備 

(1) スピーカー等の広報装置を積載した公用車を充実し、市民への確実な広報

に努める。 

(2) ＣＡＴＶ等の地域密着型メディアと連携し、地域の災害情報をリアルタイ

ムで市民に伝達できるよう災害放送の役割の明確化を図る。 

(3) 広報誌、広報号外、インターネット、携帯メール、ファクシミリ等、複数

のメディアを組み合わせた情報発信機能の整備充実を図る。 

(4) 要配慮者に対する情報提供体制の整備に努める。 

(5) 市外へ避難した市民に対して、インターネット等による復旧情報が提供で

きるよう体制の整備を図る。 

４ 総合防災情報システム 

被災者への支援を迅速に実施するため、防災無線システムを整備するととも

に、各種の情報をデーターベース化した災害支援情報システムを構築し、消防

情報システムとの連携を図り総合防災情報システムの整備に努める。また、地

図情報との連携を図ることにより、被害状況を正確に把握し、支援対策や復旧・

復興計画に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 非常用物資の備蓄 

災害に対する非常用物資の備蓄として、各家庭における個人備蓄、行政備蓄及

総合防災情報システム 

消防情報システム 災害支援情報システム 地域防災無線 

システム 

通信指令システム 

発信地表示システム 

指令伝送システム 

地図検索システム 

救急医療情報システム 

気象情報システム 

車両管理システム 

防災支援システム 

 住民情報 

 福祉情報 

 地図情報 

 防災情報 

災害支援システム 

 被災者情報 

 救援物資情報 

ボランティア情報 
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びスーパーマーケット等における流通備蓄体制を整備する。 

１ 食糧及び生活必需品 

(1) 個人備蓄 

各家庭においては、３日分以上（可能な限り１週間分程度）の食糧及び生

活必需品を備蓄する。 

(2) 行政備蓄 

市は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し、

地域の地理的条件や過去の災害等を踏まえて、必要とされる食糧、飲料水（ペ

ットボトル等）、生活必需品、燃料、ブルーシート、土のう袋その他の物資に

ついてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それら必要な物資の供給

のための計画を定めておくとともに、物資調達・輸送調整等支援システムを

活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録に努めるものとする。 

また、災害時に迅速に食糧、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資を調

達、輸送できるよう、平常時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送

手段の確認を行うとともに、災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連

絡先、要請手続等の確認を行うよう努めるものとする。燃料については、あ

らかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について協定の締結を推進する

とともに、平常時から受注機会の増大などに配慮するよう努めるものとする。 

なお、備蓄を行うに当たっては、大規模な災害が発生した場合には、物資

の調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の

対応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避

難所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮する。 

ア 非常用として、愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査

結果に基づく当市における想定避難者数(15,000 人)の３食×３日分の食

糧を令和５年度までに拡充を図り、備蓄する。 

イ 指定避難所等に備蓄倉庫を整備し、必要な次の食糧及び生活必需品を 備

蓄する。 

食糧 アルファ米、クラッカー、飲料水、乳児用粉ミルク 

生活必需品 充電式ラジオ、救急セット、毛布、紙オムツ、しきり板、

懐中電灯、組立水槽、ブルーシート、仮設テント、液晶
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テレビ、携帯電話充電器、カイロ等 

 (3) 流通備蓄 

災害時に物資を供給できる事業者と協定を締結し、食糧及び生活必需品の

確保を図る。 

２ 防災用資機材 

(1) 自主防災組織に対して、防災用資機材を貸与する。 

(2) 水防倉庫、指定避難所等に災害応急活動に必要な次の資機材を備蓄する。 

防災用資機材 発電機、投光機、ＬＥＤランタン、延長ケーブル、自転

車、防災無線、リヤカー、ハンドマイク、スコップ、ツ

ルハシ、バール、ヘルメット、特設公衆電話等 

３ 防疫・衛生用資機材 

(1) 消毒用の薬剤など防疫・衛生用資機材を備蓄する。 

(2) 組立式仮設トイレを備蓄する。 

４ 備蓄品等の管理 

指定避難所等で備蓄する防災用資機材については、市民安全課で点検を定期

的に実施し、点検結果に基づき補充、更新、修理等を行う。 

資料 「様式・資料集」防災上必要な物資及び資機材の備蓄 

（資料３－１～３） 

 

第４節 消防救急体制の整備 

大規模火災、風水害等から市民の生命、財産を保護するため、防火意識の高揚、

消防体制の強化充実、危険物施設の保安対策に努める。 

１ 大規模火災における消防体制の整備 

(1) 出火の防止対策 

ア 消防本部 

消防本部は、防火管理、自衛消防業務に関する講習会を実施し、防火管

理者の育成を図るとともに、防火対象物の防火管理及び消防用設備の維持

管理状況について、適宜査察を行い指導する。また、地区の自治会等各種団

体を通じて、一般家庭に対し住宅用火災警報器及び消火器具の普及徹底を図

るとともに、これら器具の取扱い、維持管理等を指導し、初期消火活動の重要性

を認識させるものとする。 



 

 

- 29 - 

イ 防火管理者 

防火管理者は、当該防火対象物の消防計画を作成し、消火、通報、避難

等の訓練を定期的に実施するほか、消防用設備の機能維持及び火気使用設

備の安全管理を行う。 

ウ 自主防災組織等 

区・町内会・自治会の自主防災組織、少年消防クラブ、幼年消防クラブ

等各種団体は、防災訓練及び家庭の防火診断等の機会をとらえて、消火器

具等の取扱いの訓練を実施する。 

エ 建築同意制度の活用 

消防本部は、建築物の新築、増改築に際し、計画の段階で防火の観点か

らその安全性を確保できるよう、建築同意制度の効果的な運用を図る。 

(2) 常備消防力の強化 

市における常備消防力は、１消防本部、１消防署及び５消防出張所体制で、

消防ポンプ車、救急車等の車両を配備し災害に備えている。今後とも、消防

体制の拡充強化に努めるとともに、大規模災害に対する広域消防体制の整備

を図る。また、災害時に消防力を最大限に発揮するため、平常時において警

防計画に基づく訓練を実施し、常備消防力の強化を図る。 

資料 「様式・資料集」消防本部（署）・消防団保有の消防力 

（資料２－２－(1)） 

(3) 消防団の強化 

消防団は、常備の消防隊と一体となって消防活動を実施するとともに、初

期消火、避難誘導等の地域の防災活動の重要な役割を担っている。災害時に

現有本部、６分団及び機能別分団の消防団員が効果的に防災活動を実施でき

るよう、平常時から技能向上を図るための教育訓練を実施する。 

(4) 消防通信体制の整備 

同時多発火災や大規模救助活動に対処するためには、消防隊、救急隊等の

効果的な運用を図る必要がある。消防本部は、消防情報システムを効率的に

運用し、災害時の通信体制の確保を図るとともに、今後とも、同システムの

拡充や無線設備の整備拡充を図る。 
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消  防  情  報  シ  ス  テ  ム 

 

 

(5) 消防水利の確保 

大規模火災に対する防災体制の確立を図るため、消火栓の整備及び耐震性

貯水槽の設置を計画的に推進する。また、利用可能な池、井戸、河川等の自

然水利の状況について事前に調査する。 

資料 「様式・資料集」消防水利（資料２－２－(3)） 

２ 救急・救助体制の整備 

人命救助に必要な救急車、救命ボート等の救助機器、担架・救命胴衣等の救

助用資器材を消防署、消防出張所等に整備する。また、市民に応急手当の普及

啓発を図るとともに、消防職員を救急救命士に養成するなど迅速かつ的確な救

急・救助体制の整備を図る。 

資料 「様式・資料集」救助用資機材等（資料３－１－(1)） 

３ 危険物施設の予防対策 

消防本部 １１９通報受付 

災害地点決定 

災害種別判定 

(火災・救急 

・救助） 

災害規模判定 

(出動規模判定） 

出 動 命 令  

出動隊情報支援 

車 両

動 態

管 理

装 置 

(AVM) 

ﾒｲﾝｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ 

出動隊管理データ 

支援情報データ 

災害現地車両 

 消防・救急車 

 (AVM) 

 (携帯電話) 

消防署 

消防出張所 

通報者の付近地

図を自動表示 

予告指令 
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(1) 石油類等 

ア 石油類等の危険物施設の所有者等は、危険物施設の保全に努めるととも

に、自衛消防隊の組織化を推進し、化学消火薬剤及び必要資機材の備蓄を

促進する。また、危険物取扱者や保安監督者を定め、危険物及び危険物施

設の適正な管理に努める。 

イ 危険物取扱者は、知事が実施する危険物の取扱作業に関する保安講習を

受ける。 

ウ 消防本部は、特殊火災に対処するため、化学消防車、消火薬剤等の整備

を図り化学消防力の強化に努めるとともに、危険物の製造所、貯蔵所及び

取扱所について、法令に定める技術上の基準に従って適切に維持管理され

ているかを定期又は随時に査察し、危険物の保安確保を指導する。 

(2) 化学薬品等 

消防本部は、学校、病院、研究所等の査察を通じ、化学薬品等の適正な保

管を指導する。 

(3) 高圧ガス、毒物劇物及び放射性物質 

ア 高圧ガス、毒物劇物及び放射性物質を取り扱う施設にあっては、それぞ

れ法令に定める保安上の基準に従って施設の保全に努める。また、保安責

任者等を定め、災害時の自主保安体制の確立を図る。 

イ 消防本部は、法令上必要な届出によって高圧ガス、毒物劇物及び放射性

物質を使用する施設の実態の把握に努める。 

ウ 高圧ガス、毒物劇物及び放射性物質の取扱施設における火災等の災害に

ついては、その原因を調査し、防災上必要な資料の収集を行い、今後の防

災対策の参考とする。 

資料 「様式・資料集」石油類等大量保有事業所（資料１－５） 

毒物及び劇物保有事業所（資料１－６） 

高圧ガス大量保有事業所（液化石油ガス） 

（資料１－７） 

放射性物質保有事業所（資料１－８） 
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(4) 安全性の確保 

危険物等の貯蔵・取扱いを行う事業者は、危険物等関係施設が所在する地

域の浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等の該当性並びに被害想定の確認を

行うとともに、確認の結果、風水害により危険物等災害の拡大が想定される

場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策に係る計画の作成等の実

施に努める。 

４ 航空災害対策 

消防本部は、航空機の墜落等大規模な航空事故に備え、消火薬剤等の資機材

の整備に努めるとともに、県（名古屋空港事務所、関係機関（西春日井広域事

務組合、小牧市及び名古屋市））と連携し、毎年１回消火救難訓練を実施する。 

５ 鉄道災害対策 

消防本部は、列車の衝突等による多数の死傷者の発生等の大規模鉄道災害に

備え、次の対策を講ずる。 

(1) 災害に対応できるよう、救急救助用資機材の整備に努める。 

(2) 災害時の情報通信手段を確保し、運用・管理、整備等に努める。 

(3) 災害を想定し、鉄軌道事業者と連携した防災体制の強化を図る。 

６ 道路災害対策 

消防本部、道路管理者等は、トンネル、橋りょう等の被災による多数の死傷

者の発生等大規模道路災害に備え、次の対策を講ずる。 

(1) 道路管理者は、道路建造物の定期的な点検を行い事故防止に努める。 

(2) 道路管理者等は、道路災害を想定し、関係機関と連携した実践的な訓練の

実施に努め、防災体制の強化を図るとともに災害時の情報通信手段を確保し、

運用・管理、整備等に努める。 

(3) 消防本部は、災害に対応できるよう、救急救助用資機材の整備に努める。 

７ 林野火災の防止対策 

林野火災の発生を未然に防止するため、林野に対する愛護精神の高揚、予防

思想の普及に努め、林野巡視、防火施設の整備等林野火災の防止対策を推進し、

健全な森林の保全を図る。 
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第５節 応急医療体制の整備 

災害時における応急医療需要に対し迅速かつ的確に対応するため、平常時より

応急医療体制の整備、医薬品の確保に努める。 

１ 医療体制の整備 

(1) 医療活動体制の整備 

平常時における救急医療システムや保健医療活動を基礎とした組織体制を

定め、市医師会等の協力を得て災害現場での救護所を開設できるよう体制の

整備を図る。 

(2) 広域医療体制の整備 

県が２次医療圏等の区域ごとに設置する保健医療調整会議を通じて、広域

医療体制の整備を行う。 

また、搬送が必要な多数の傷病者を想定して、救急車、ヘリコプター等の

ほか、ボランティア団体による移送手段や燃料及び車両等の確保について連

携体制の整備を図る。 

(3) トリアージ（負傷者選別） 

災害で多くの負傷者が出た場合に備えて、既に県下において統一されたト

リアージ方法の運用を図る。また、トリアージ等災害医療知識の普及、啓発

を図る。 

（注）トリアージとは、災害時等に多数の傷病者が同時に発生した場合、

傷病者を最優先治療群（赤色）、非緊急治療群（黄色）、軽処置群（緑

色）、不処置群及び死亡（黒色）に振り分けることをいう。 

２ ライフライン確保対策の促進 

災害時に、医療機関のライフラインを速やかに復旧確保するための対策を講

ずる。 

３ 医薬品等の確保 

(1) 医薬品 

災害時の緊急医療活動に利用できるよう総合保健医療センターの医薬品の

在庫の拡充を図る。また、「春日井市と一般社団法人春日井市薬剤師会との

災害時医療用医薬品の備蓄体制整備における相互協力に関する覚書」に基づ

き、一般社団法人春日井市薬剤師会の協力のもと、各会員薬局において、日

頃から災害時医療用医薬品の備蓄を行う。 
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(2) 衛生用品及び常備薬 

指定避難所（小学校保健室）における備蓄とその拡充を図るとともに、家

庭内備蓄を奨励する。 

資料 「様式・資料集」医療施設等（資料２－４） 

 

第６節 広域応援派遣体制の整備 

１ 広域応援派遣体制の整備 

他の市町村が被災した場合の応援派遣を想定し、必要な派遣体制の整備を図

る。 

２ 救援物資の支援体制 

他の市町村が被害を受けた場合の物資支援を想定し、必要な支援体制の整備

を図る。 
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第２章 市民の防災行動力の向上 

 

第１節 防災意識の高揚 

１ 市民に対する防災意識の啓発と知識の普及 

（1） 防災意識の啓発 

市は、市民が「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、自らの判断で

避難行動をとることができるよう、県や防災関係機関、民間事業者等と協力

して、次の事項を中心に防災についての正しい知識、防災対応等について啓

発する。 

また、県及び市は、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく

発信するよう努める。 

ア 災害に関する基礎知識 

イ 正確な情報の入手 

ウ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

エ 地域の指定緊急避難場所、避難路に関する知識 

オ 警報等や避難勧告等の意味と内容 

カ 警報等発表時や避難勧告等の発令時にとるべき行動 

キ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべ

き行動 

ク 避難生活に関する知識 

ケ 家庭における防災の話し合い（災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法

や避難ルールの取決め等）について、あらかじめ決めておくこと） 

コ 応急手当方法の紹介、平素から市民が実施すべき水、食料その他生活必

需品の備蓄、出火防止等の対策の内容 

（2） 防災に関する知識の普及 

防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン等を

通じ、各種講習会、イベント等を開催し、地域の水害・土砂災害リスクや災

害時にとるべき行動について普及啓発するとともに、水防・土砂災害・二次

災害防止に関する総合的な知識の普及に努めるものとする。 

また、地域と連携を図り、地域の実情に応じた防災の教育及び普及促進を

図るとともに、各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組



 

 

- 36 - 

が適切かつ継続的に実施されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関す

る専門家の活用を図るものとする。 

さらに、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援セン

ター・ケアマネジャー）の連携により、要配慮者に対し、適切な避難行動に

関する理解の促進を図るものとする。 

（3） 家庭内備蓄等の推進 

災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され、食糧その他生活

必需品の入手が困難になるおそれがあるため、飲料水、食糧、携帯トイレ・

簡易トイレ、トイレットペーパー等その他の生活必需品について、可能な限

り１週間分程度、最低でも３日間分の家庭内備蓄を推進するとともに、マス

クや消毒液、体温計等の感染防止対策資材について、できるだけ携行して避

難するよう呼びかける。さらに、自動車へのこまめな満タン給油を呼びかけ

る。 

（4） 過去の災害教訓の伝承 

県及び市は、市民が過去の災害から得られた教訓を伝承するよう、その重

要性について啓発を行う。 

また、教訓を後世に伝えていくため、災害に関する調査結果や各種資料を

広く収集・整理し、適切に保存するとともに、市民が閲覧できるよう地図情

報その他の方法により公開に努めるものとする。 

(5) 通信量の増加抑制 

   電気通信事業者は、災害時における通信量の増加を抑制するため、災害時

の不要不急な通信は控えるよう周知に努める。 

 

第２節 学校等における防災教育及び 

安全対策 

風水害等の災害時において、児童、生徒、幼稚園児、保育園児、認定こども園

及び小規模保育事業所の園児（以下「児童等」という。）及び職員の生命、身体の

安全を確保し、小学校、中学校、幼稚園、保育園、認定こども園及び小規模保育

事業所（以下「学校等」という。）の施設及び設備を災害から防護するため必要な

計画を策定し、その推進を図る。 
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１ 児童等への防災対策 

(1) 防災組織の整備 

学校等においては、災害時の迅速かつ的確な対応を図るため、職員の任務

の分担、相互の連携等について組織を整備する。 

また、災害発生時において、迅速かつ適切な対応を図るため、学校等では

平素から災害に備えて職員等の任務の分担及び相互の連携等について組織を

整備しておく。 

なお、児童等が任務を分担する場合は、児童等の安全の確保を最優先する。 

(2) 防災教育の実施 

学校等での災害を未然に防止し、災害による教育活動等への障害を最小限

にとどめるため、平素から必要な防災教育を行う。 

ア 児童等に対する防災教育 

児童等の安全と家庭への防災思想の普及を図るため、学校等において防

災上必要な防災教育を行う。災害リスクのある学校においては、避難訓練

と合わせて防災教育を実施し、その他の学校においても防災教育を充実し、

子供に対して「自らの命は自らが守る」意識の徹底と災害リスクや災害時

にとるべき避難行動（警戒レベルとそれに対応する避難行動等）の理解を

促進する。また、防災教育は、教育課程に位置づけて実施し、学級指導（ホ

ームルーム活動）、学校行事及び訓練等とも関連を持たせ、効果的に行う

よう配慮する。 

イ 関係職員の専門的知識のかん養及び技能の向上 

関係職員に対する防災指導資料の作成・配付、講習会及び研修会の実施

を促進し、災害及び防災に関する専門的知識のかん養並びに技能の向上を

図る。 

ウ 防災思想の普及 

ＰＴＡ等の研修会、各種講座等社会教育の機会を活用して、防災思想の

普及を図る。 

(3) 防災上必要な計画及び訓練 

児童等及び職員の防災に対する意識の高揚を図り、災害時に迅速かつ適切

な行動がとれるよう、必要な計画を策定するとともに訓練を実施する。 

ア 計画策定に際しては、関係機関との連絡を密にして、専門的立場からの
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指導助言を受ける。 

イ 災害の種別に応じ、学校等の規模、所在地の特性、施設設備の配置状況

及び児童等の発達段階を考慮して、避難場所、経路、時期及び誘導並びに

その指示、伝達の方法をあらかじめ定め、その周知徹底を図る。 

ウ 学校における訓練は、教育計画に位置づけて実施し、児童会・生徒会等

の活動とも相まって、十分な効果をあげるよう努める。また、訓練実施後

は、十分な反省を加えるとともに、必要に応じ計画の修正・整備を図る。 

(4) 登下校（登降園）の安全対策 

児童等の登下校（登降園も含む。以下同じ。）途中の安全を確保するため、

あらかじめ登下校の指導計画を学校等で樹立し、平素から児童等及び保護者

への徹底を図る。 

ア 通学路の設定 

(ｱ) 通学路については、警察署、春日井市安全なまちづくり協議会等と連

携を図り、学区内のさまざまな状況下における危険箇所を把握して点検

を行う。 

(ｲ) 平常の通学路に異常が生じる場合に備え、必要に応じて緊急時の通学

路を設定しておく。 

(ｳ) 異常気象時における通学路の状況の把握について、その情報収集の方

法を確認しておく。 

(ｴ) 児童等の個々の通学路及び誘導方法等について、常に保護者と連携を

とり確認しておく。 

(ｵ) 幼児の登降園については、原則として個人又は小グループごとに保護

者が付き添うものとする。 

イ 登下校の安全指導 

(ｱ) 異常気象時の児童生徒等の登下校について、指導計画を綿密に確認す

る。 

(ｲ) 通学路における危険箇所については、児童等への注意と保護者への周

知徹底を図る。 

(ｳ) 登下校時における危険を回避できるよう、児童等に対して具体的な注

意事項をあげて指導する。 
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(5) 文教施設の耐震・耐火性能の保持 

文教施設及び設備を、災害から防護し、児童等の安全を図るため、これら

建物の耐震性能・耐火性能を保持することが必要であり、そのための改修工

事等を促進する。また、校地等の選定・造成をする場合は、災害に対する適

切な予防措置を講ずる。 

(6) 施設・設備の点検及び整備 

施設・設備を災害から防護するため、定期的に安全点検を行い、危険箇所

及び要補修箇所の早期発見に努め、これらの改善を図る。 

(7) 危険物の災害予防 

化学薬品及びその他の危険物を取り扱う学校にあっては、それらの化学薬

品等を関係法令に従い適切に取り扱うとともに、災害時においても安全を確

保できるよう適切な予防措置を講ずる。 

 

第３節 自主防災組織の推進 

地域における被害の拡大防止を図るためには、災害発生直後の初期消火、人命

救助等が非常に重要であり、行政を中心とした組織的な対応が確立されるまでの

活動、要配慮者への支援、避難所の運営支援など地域住民による自主防災活動に

負うところが大きい。地域での防災活動を効果的に行うため、地域の実情に応じ

た自主防災組織を全市的に設置し、災害の発生に備えた日頃からの活動の推進を

図る。このため、市及び県は、地域住民、施設及び事業所などによる自主防災組

織の設置を推進し、その育成に努めるものとする。 

その際、女性の参画の促進に努めるものとするとともに、自主防災組織の強化

を図り、消防団とこれらの組織との連携等を通じて、地域コミュニティの防災体

制の充実を図るものとし、研修の実施等による防災リーダーの育成、多様な世代

が参加できるような環境の整備等により、これらの組織の日常化、訓練の実施を

促すものとする。 

また、日頃から地域の防災関係者間の連携を取ることが重要なため、市及び県

は、平常時から自主防災組織、ＮＰＯ・ボランティア関係団体等との連携を進め

るとともに、災害時には多様な分野のＮＰＯ等とも協力体制を確保できるよう連

携体制の整備に努めるものとする。 
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１ 組織の育成 

市は、講習会、防災訓練等の防災行事を通じ地域住民に対する啓発活動に努

め、区、町内会、自治会等地域コミュニティを中心とした自主防災組織の育成

を図る。 

２ 自主防災組織の活動 

自主防災組織の活動内容 

区 分 平常時の活動 災害発生時の活動 

情報連 絡 防災意識の普及及び高揚 情報の収集、伝達及び広報 

消 火 １ 出火防止及び初期消火訓練 

２ 火気使用設備器具等の点検 

出火防止及び初期消火 

救出及び救護 １ 救出及び救護訓練 

２ 資機材の備蓄及び保守管理 

３ 地域内の要配慮者の把握 

１ 救出援護 

２ 要配慮者への支援 

３ 救助物資の配分 

避 難 誘 導 避難訓練 避難誘導 

給食及び給水 給食及び給水訓練 給食及び給水 

   (避難所運営支援) 

３ 活動に対する市の支援 

(1) 技術指導の実施 

市は、自主防災組織のリーダー研修を実施し、防災活動の技術的指導及び

助言を行うなど組織的活動を支援する。 

市及び県は、防災リーダーを養成するとともに、防災リーダーのネットワ

ーク化を推進することにより、地域防災力の強化を図る。その際、女性の参

画の促進に努めるものとする。 

  ア 防災リーダーの養成 

地域防災の中心として情報の収集や伝達・発信を行うなどの、災害に対

する知識や防災活動の技術を習得した地域の実践的リーダーの養成に努

めるものとする。 

  イ 防災リーダーのネットワーク化の推進 

    防災リーダーが各々の地域において自主防災活動を展開するのを支援す

るため、市及び県は、防災リーダーの継続的な資質向上に努めるとともに、

防災リーダーのネットワーク化を推進する。 

  ウ 自主防災組織と防災関係機関等とのネットワーク活動の推進 
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市は、自主防災組織が防災に関するＮＰＯ、消防団、女性消防団、企業、

学校、防災ボランティア団体など防災関係機関同士と顔の見える密接な関

係（ネットワーク）を構築することを推進するため、ネットワーク化を図

る防災訓練に取り組むなど必要な事業の実施及び支援、指導に努めるもの

とする。 

なお、県は、市が実施するネットワーク化の取り組みに対し必要な支援

を行うものとする。 

(2) 資器材の整備 

市は、防災器具庫をはじめ可搬式小型動力ポンプ等組織的活動に必要な資

器材の整備を支援する。 

資料 「様式・資料集」自主防災組織に対する防災用資器材の貸与 

（資料３－１－(9)） 

 

第４節 防災ボランティアとの連携 

災害時に、広範囲にわたって活動が期待される各種ボランティア団体相互の連

携協力体制を平常時から推進し、活動の支援を行う。 

１ 連携協力体制の推進 

ボランティア活動に対する意識を高め、組織化を促進し、市社会福祉協議会

を始め日本赤十字社等やＮＰＯ・ボランティア等が連携・協力して災害時の活

動が円滑にできるよう、活動環境の整備を図る。 

市、県及び国は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行う

体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ

等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研

修や訓練を通じて推進する。 

また、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃

棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、地

域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広

報・周知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努める。 

市及び県は、ＮＰＯ・ボランティア関係団体等と相互に連絡し、ボランティ

アとして被災地の支援をしたい者と支援を求める者との調整役となるコーディ
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ネーターの確保に努めるものとする。このため、市及び県は、ボランティアコ

ーディネーターの養成に努めるとともに、養成したボランティアコーディネー

ターに対し、コーディネートの知識、技術の向上を図るためのフォローアップ

研修等を開催する。 

なお、市は、養成したボランティアコーディネーターに県が実施するフォロ

ーアップ講座等を受講させるものとする。 

２ 活動の支援 

(1) 受入体制の整備 

ア ボランティアの受入れに必要な資機材の確保など受入体制の整備に努め、

災害時は災害救援ボランティアセンターを設置する。 

イ ボランティア活動が円滑に行われるよう、災害救援ボランティアセンタ

ー等に活動できるスペースの確保を図る。 

ウ 春日井安全アカデミーを卒業し、ボニター養成講座を修了したボニター

や、愛知県ボランティアコーディネーター養成講座を修了した者はボラン

ティアコーディネーターとしてボランティア活動の調整役となるため、そ

の養成に努める。 

エ 災害時にコーディネーターを派遣することを協力するＮＰＯ・ボランテ

ィア関係団体（以下「協力団体」という。）にコーディネーターの派遣を要

請する。 

オ 災害救援ボランティアセンターに派遣されたコーディネーターは、ボラ

ンティアの受入れを行う。 

カ 防災訓練等において協力団体の協力を得て、災害救援ボランティアセン

ターの立ち上げ訓練を行う。 

(2) 活動の啓発 

市及び県は、ボランティア活動に対する意識を高めるとともに、災害時に

ボランティア活動を行いやすい環境づくりを進めるために、防災訓練等を通

じて普及啓発を行う。 

特に、「防災とボランティアの日」及び「防災とボランティア週間」におい

ては、広報･啓発活動を行うように努めるものとする。また、若年層の活動が

とりわけ期待されていることから、教育委員会や学校等と連携し、学生等が

日常活動で災害について学ぶ機会を充実させるものとする。 
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第５節 要配慮者の安全対策及び避難 

行動の促進対策 

災害発生時には、要配慮者への特別な配慮、支援が重要であり、市及び要配慮

者が利用する社会福祉施設等の管理者（以下「施設等管理者」という。）は、風水

害等から要配慮者を守るための安全対策の一層の充実を図るものとする。 

市においては、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、

地域住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障がい福祉サ

ービス事業者、ＮＰＯ・ボランティア等の多様な主体の協力を得ながら、平常時

より、避難行動要支援者に関する情報を把握の上、関係者との共有に努めること

とする。 

また、避難行動要支援者への対応を強化するため、情報伝達体制の整備、避難

誘導体制の整備、避難訓練の実施を一層図るものとする。その際には、内閣府が

作成した「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」や、県が作成し

ている「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マニュアル」などを活用す

るものとする。 

１ 要配慮者 

(1) 自分の身に危険が差し迫ったとき、それを察知する能力がない者又は困難

な者 

(2) 自分の身に危険が差し迫ったとき、それを察知しても救助者に伝えること

ができない者又は困難な者 

(3) 危険を知らせる情報を受けることができない者又は困難な者 

(4) 危険を知らせる情報が送られても、それに対して行動することができない

者又は困難な者 

２ 避難行動要支援者対策 

(1) 要配慮者のうち、災害時において自ら避難することが困難であって、円滑

かつ迅速な避難の確保の観点で特に支援を要する避難行動要支援者に対する

避難支援の全体的な考え方を整理し、名簿に登載する避難行動要支援者の範

囲、名簿作成に関する関係部署の役割分担、名簿作成に必要な個人情報及び

その入手方法、名簿の更新に関する事項等について、この計画に定めるとと

もに、細目的な部分については、避難行動支援の全体計画を定めるものとす

る。 
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(2) 避難行動要支援者名簿の整備等 

ア 要配慮者の把握 

災害時に要配慮者に対する援護が適切に行われるよう、関係部署等が保

有している要介護高齢者や障がい者、外国人等の情報を把握するものとす

る。 

なお、ひとり暮らし高齢者については、民生委員に調査を依頼し、把握

に努めるものとする。 

イ 避難行動要支援者名簿の作成 

要配慮者の中から、要介護状態区分、障がい支援区分、家族の状況等を

考慮し、避難行動要支援者の要件を設定し、市内部組織及び県その他の関

係者の協力を得て、氏名・生年月日・性別・住所又は居所・電話番号その

他の連絡先・避難支援等を必要とする理由等必要な事項を記載した避難行

動要支援者名簿（災害時要援護者名簿をもって、これにあてることができ

る。以下同じ。）を作成する。 その際、設定した要件にあてはまらない者

であっても、要配慮者自らが名簿への掲載を求めた場合には柔軟に対応で

きるものとする。 

ウ 避難行動要支援者名簿の更新と情報の共有 

名簿に登載される要支援者は、転出・転入、出生・死亡、障がいの発現

等により絶えず変化することから、避難支援に必要となる情報を適宜更新

し、関係者間で共有する。 

エ 避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

避難行動要支援者名簿に登載された情報を事前に提供できる避難支援

等関係者は、区・町内会・自治会、民生委員・児童委員、支援者及び警察

とする。 

併せて、これらの名簿情報の施錠可能な場所での保管の徹底や、複製の

制限等による情報管理の徹底を図るとともに、避難支援等関係者への研修

会の開催等を通じて、情報漏洩防止の措置を求める等、避難行動要支援者

及び第三者の権利利益を保護する措置について定めておく。 

なお、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が

生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。 

また、避難行動要支援者本人への郵送や個別訪問などの働きかけによる
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説明及び意思確認により、平常時から、名簿情報を広く避難支援等関係者

に提供することについて周知を行う。 

（3） 安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所等か

ら福祉避難所、医療機関、社会福祉施設等へ移送するため、運送事業者等の

協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらかじめ定めるよう努め

る。 

３ 要配慮者の防災教育及び防災訓練 

(1) 要配慮者が自らの対応能力を高められるよう、個々の態様に合わせた防災

教育やＮＰＯ・ボランティア等と連携した防災訓練の実施に努める。 

(2) 外国人等に対し、防災パンフレットや各種行事等を通じて、防災知識の普

及啓発に努める。 

(3) 被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする

在日外国人市民と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は

行動特性や情報ニーズが異なることを踏まえ、次のような防災環境づくりに

努めるものとする。 

ア 外国人を支援の対象としてだけでなく、地域の担い手として活躍できる

よう、地域全体で災害時の体制の整備に努めるものとする。 

イ 多言語ややさしい日本語による防災知識の普及活動を推進する。 

ウ 指定緊急避難場所、指定避難所、福祉避難所及び避難路の標識等につい

ては、ピクトグラム（案内用図記号）を用いるなど簡明かつ効果的なもの

とするとともに、多言語化を推進する。 

４ 応援協力体制 

(1) 災害時における要配慮者の受入施設を確保するため、医療機関、社会福祉

施設等との協力体制を整備する。 

(2) 要配慮者の安全を確保するため、自主防災組織、ボランティア団体等と連

携した支援体制の整備に努める。 

５ 情報連絡体制 

要配慮者に対する効果的な災害情報が提供できるよう、民生委員、自治組織、

ボランティア等を活用した情報連絡体制の整備に努める。 

６ 福祉避難所の整備 

要配慮者の避難所を指定し、地域に密着した要配慮者対策活動が行えるよう
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情報伝達機器等の整備を図る。 

７ 人にやさしいまちづくり 

道路の段差の解消など要配慮者に配慮したまちづくりに努める。 

８ 社会福祉施設等における対策 

社会福祉施設等の管理者は、その施設を利用するものを適切に避難誘導する

ため、市町村、地域住民、ボランティア団体等の多様な主体と協力体制を図る

ものとする。 

(1) 自衛防災組織体制の整備 

(2) 緊急連絡体制の整備 

(3) 防災教育及び防災訓練の実施 

(4) 防災備品等の整備 

(5) 非常用電源の確保等 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者 

は、発災後 72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努める

ものとする。 

資料 「様式・資料集」災害時における要援護者等の受入に関する協定書 

（資料５-55） 

９ 要配慮者利用施設に係る災害対策 

災害時に、自主避難が困難な要配慮者利用施設に係る土砂災害対策等の推進

を図る。 

(1) 土砂災害危険箇所、山地災害危険地区など土砂災害の危険箇所等に所在す

る要配慮者利用施設を調査し、把握する。 

(2) 調査結果に基づき、施設の管理者又は防災責任者に対し、その旨を通知す

る。 

(3) 市は、施設の管理者に対して、土砂災害警戒情報等の情報を提供するなど連

絡体制の確立に努める。 

(4) 浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内に主として高齢者等の要配慮者が

利用する施設で当該施設の利用者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があ

ると認められるものがある場合には、これらの施設名称及び所在地について

この計画に定めるとともに、住民への周知を図る。 

(5) この計画において、浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内の要配慮者が
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利用する施設で当該施設の利用者の洪水時及び土砂災害のおそれがある場合

の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものについては、

当該施設の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう洪水予報等の

伝達方法を定めるとともに、住民への周知を図る。 

10 避難行動の促進対策 

（1） 避難勧告等は、空振りをおそれず、住民等が適切な避難行動をとれるよう

に、発令基準を基に避難勧告等を発令する。 

（2） 災害情報共有システム（Ｌアラート）の活用による報道機関等を通じた情

報提供に加え、緊急速報メール機能等を活用して、気象警報や避難勧告等の

伝達手段の多重化・多様化を図る。 

   また、災害情報共有システム（Ｌアラート）で発信する災害関連情報等の

多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。 

（3） あらかじめ指定緊急避難場所の指定及び整備、避難計画の作成を行うとと

もに、避難に関する知識の普及を図り、市民の安全の確保に努める。 

（4） さまざまな環境下にある住民、要配慮者利用施設や地下街等の施設管理者

等が、災害のおそれがある場合に適時的確な避難行動を判断できるように、

平時から継続的な防災教育やハザードマップ等を活用した実践的な訓練を実

施し、とるべき避難行動等の周知を図る。また、気象警報や避難勧告等が速

やかに確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、携帯電話（緊急速報

メール機能を含む。）、ＩＰ通信網、ケーブルテレビ網等を用いた伝達手段

の多重化、多様化の確保を図る。 

   また、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等について

あらかじめ検討しておく。 

 

第６節 避難勧告等の判断・伝達マニュ

アルの作成 

１ マニュアルの作成 

避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始等について、次

の事項に留意の上、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュ

アルを作成するものとする。 

（1） 豪雨、洪水、土砂災害等の災害事象の特性に留意すること 



 

 

- 48 - 

（2） 収集できる情報として次の情報を踏まえること 

ア 気象予警報及び気象情報 

イ 河川の水位情報、指定河川洪水予報 

ウ 土砂災害警戒情報、大雨警報（土砂災害）の危険度分布、土砂災害危険

度情報 

（3）「避難勧告に関するガイドライン」（内閣府）を参考にすること 

（4） 区域の設定に当たっては、次の区域を踏まえるとともに、いざというとき

に市長自らが躊躇なく避難勧告等を発令できるよう具体的な区域を設定する。 

ア 河川氾濫による浸水が想定される区域（水防法に基づく浸水想定区域等） 

イ 土砂災害が発生するおそれのある土地（土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく土砂災害（特別）警戒区域、

土砂災害危険箇所、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づ

く急傾斜地崩壊危険区域等） 

（5） 情報の提供にあたっては、危険の切迫性に応じて５段階の警戒レベルを付

記するとともに避難勧告等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明

確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動が分かるように伝達すること

など、住民の積極的な避難行動の喚起に努めること 

（6） 避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむ

を得ないときは、「屋内安全確保(垂直避難等)」の安全確保措置を講ずべき

ことや、既に災害が発生している状況（［警戒レベル５］）で未だ避難でき

ていない場合には命を守るための最善の行動をとる必要があることにも留意

すること 

（7） 避難勧告等の発令基準等については、次の点に留意すること 

ア 避難の勧告・指示を発令する基準について、降水量や河川水位などの数

値あるいは防災気象情報（大雨、暴風等の特別警報、警報及び注意報並び

にその補完的な情報等）、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報、水位周

知河川の避難判断水位到達情報、水防警報の発表など、該当する警戒レベ

ル相当情報を基に、具体的・客観的な内容であらかじめ設定するように努

めるものとする。 

  また、避難勧告等の発令基準の設定にあたっては、避難のための準備や

移動に要する時間を考慮して設定するものとする。［警戒レベル４］避難
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指示（緊急）については、必ず発令されるものではなく、事態が切迫して

いる場合や、大河川で水位予測に基づき段階的に発令できる場合等、災害

が発生するおそれが極めて高い状況において、地域の状況に応じて、緊急

的に、又は重ねて避難を促す場合等に発令する。［警戒レベル５］災害発

生情報は、堤防の決壊や越水・溢水、急傾斜地の崩壊や土石流等の災害が

実際に発生している状況を市が把握した場合に、可能な範囲で発令する。 

なお、一旦設定した基準についても、その信頼性を確保するため、災害

の発生の都度、その適否を検証し、災害履歴と照らしあわせ、継続的に見

直しを行っていく。 

イ 土砂災害に係る避難勧告等については、土砂災害警戒区域等を発令単位

として事前に設定し、土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒情報を補足する

情報（メッシュ情報）等を用い、事前に定めた発令単位と危険度の高まっ

ている領域が重複する区域等に避難勧告等を適切な範囲に絞り込んで発令

できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定する。 

  なお、土砂災害が発見された場合は、土砂災害警戒区域・危険箇所等以

外の区域における災害の発生であっても、土砂災害の発生した箇所や周辺

区域を含む事前に設定した区域を躊躇なく発令の対象区域とし、ただちに

［警戒レベル５］災害発生情報として災害の発生を伝え、命を守る最善の

行動を指示する。 

２ 判断基準の設定等に係る助言 

判断基準や発令対象区域の設定については、必要に応じて、専門的知識を有

する中部地方整備局・県（水防、砂防所管）や名古屋地方気象台に助言を求め

ることとする。 

３ 事前準備 

避難勧告等を発令しようとする場合において、国又は県に必要な助言を求め

ることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、

連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。 

また、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優

先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担する

など、全庁をあげた体制の構築に努めるものとする。 
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第７節 避難誘導等に係る計画の策定 

１ 市及び防災上重要な施設の管理者における措置 

市及び防災上重要施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な避難を行

うことができるようあらかじめ避難誘導等に係る計画を作成しておくものとす

る。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫等、複合的な災害が発生するこ

とを考慮するよう努める。 

（1） 市の避難計画 

市の避難計画には、原則として次の事項を記載するものとする。 

ア 避難勧告等を行う基準及び伝達方法 

イ 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の名称、所在地、対象地

区及び対象人口 

ウ 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所への経路及び誘導方法 

エ 指定緊急避難場所開放、指定避難所及び福祉避難所開設に伴う被災者救

援措置に関する事項 

(ｱ) 給水措置 

(ｲ) 給食措置 

(ｳ) 毛布、寝具等の支給 

(ｴ) 衣料、日用必需品の支給 

(ｵ) 負傷者に対する応急救護 

オ 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の管理に関する事項 

(ｱ) 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の秩序保持 

(ｲ) 避難者に対する災害情報の伝達 

(ｳ) 避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

(ｴ) 避難者に対する各種相談業務 

カ 災害時における広報 

(ｱ) 広報車による周知 

(ｲ) 避難誘導員による現地広報 

(ｳ) 住民組織を通ずる広報 

(2) 防災上重要な施設の管理者の留意事項 

学校、病院、工場、その他防災上重要な施設の管理者は、次の事項に留意  

してあらかじめ避難計画を作成し、関係職員等に周知徹底を図ると同時に、
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訓練等を実施することにより避難の万全を期するものとする。 

ア 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮した上で、想定される

被害の状況に応じた対応ができるよう、避難の場所、経路、時期及び誘導

並びにその指示伝達の方法等を定める。 

イ 義務教育の児童生徒を集団的に避難させる場合に備えて、学校及び教育

行政機関においては、指定緊急避難場所及び指定避難所等の選定及び保

健・衛生、給食等の実施方法について定める。 

ウ 病院においては、患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難さ

せる場合に備えて、他の医療機関又は避難所の確保、移送の方法、保健・

衛生、入院患者に対する実施方法等について定める。 

２ 浸水想定区域及び土砂災害（特別）警戒区域に関しての措置 

浸水想定区域（水防法に基づくもの）及び土砂災害（特別）警戒区域の指定

を受けた区域に関して、市地域防災計画において、洪水予報等の伝達方法、避

難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項や土

砂災害に係る情報伝達、予警報の発令・伝達、避難、救助その他必要な警戒避

難体制に関する事項について定めるものとする。 

  資料 「様式・資料集」水防法第 15条第１項第４号ロの施設（資料１－10） 

             土砂災害防止法第８条第１項第４号の施設 

（資料１－11） 

 

第８節 帰宅困難者対策 

１ 基本原則 

市及び県は、公共交通機関が運行を停止した場合、ターミナル駅周辺等にお

いて、自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生する可能性がある

ことから、次の対策を実施する。 

（1） 帰宅困難者対策の基本原則や安否確認手段に係る広報 

県及び市は、「むやみに移動（帰宅）を開始しない」という帰宅困難者対

策の基本原則や安否確認手段の家族間等での事前確認等の必要性について、

平常時から積極的に広報するものとする。 

（2） 事業者による物資の備蓄等の促進 

企業等に対して、従業員等を一定期間事業所等内に留めておくことができ
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るよう、必要な物資の備蓄等を促すものとする。 

２ 支援体制の構築 

帰宅困難者に対する対応は、安否確認の支援、被害情報の伝達、一時滞在施

設（滞在場所）の提供、帰宅のための支援等、多岐にわたるものである。 

また、帰宅困難者対策は、行政のエリアを越えかつ多岐にわたる分野に課題

が及ぶことから、これに関連する行政、事業所、学校、防災関係機関が相互に

連携・協力する仕組みづくりを進め、発災時における交通情報の提供、水や食

料の提供、従業員や児童生徒等の保護などについて、支援体制の構築を図って

いくものとする。 
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第３章 災害に強い都市の形成 

 

第１節 防災まちづくりの推進 

風水害等の災害に対して、市民の生命、身体及び財産の保護を図るため、市全

体としての防災性の向上を今後とも推進する。 

１ 市街地の整備 

(1) 面的な整備事業の推進 

都市機能の強化や災害に強いまちづくりを図るため、土地区画整理事業、

市街地再開発事業等による面的都市基盤整備を推進し、道路、公園、上下水

道その他の公共施設を整備することにより、地域環境の改善や防災機能の一

層の向上に努める。 

(2) 防火地域及び準防火地域の指定 

建築物の密集地域における火災発生時の延焼防止を図るため、集団的な防

火に対する規制として防火地域及び準防火地域の指定を行い、都市防火の効

果を高め、安全な市街地の形成を図る。特に、土地の高度利用を図る地域、

主要な避難路の沿道で不燃化を促進する必要のある地域等が指定されるよう

に努める。 

防火地域及び準防火地域の指定状況 

区 分 防火地域 準防火地域 

面 積 38 ha 2,101 ha 

２ 宅地等の安全対策 

(1) 宅地等造成行為の指導 

市域の約３分の１が宅地造成等規制法（昭和 36年法律第 191号）に基づく

規制区域に指定されており、安全な宅地を確保するため、無届行為の監視な

ど法律の適正な運用に努める。 

(2) 土石流危険渓流等の災害防止 

市域の約３分の１は砂防指定地に指定されており、災害時の土砂流出及び

二次災害の防止に努める。また、砂防指定地内における開発行為については、

県と協力して無届行為の監視強化など法律の適正な運用に努める。 

(3) 被災宅地危険度判定の体制整備 

被災宅地危険度判定士の養成に努め、体制整備を図る。 
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(4) 危険箇所の保全対策 

ア 毎年実施している危険箇所の調査、点検に当たっては、新たな危険箇所

の把握にも努め、必要な措置を講ずる。 

イ 災害発生のおそれがあるときは、重点的に危険箇所をパトロールするな

ど、災害発生の未然防止に努める。 

ウ 知事の勧告及び命令を受けた者に対して、住宅金融公庫の融資制度に加

え、融資のあっせんを行い、防災工事を促進する。 

(5) 治山対策 

山地災害危険地区など土砂災害の危険箇所等に所在する、要配慮者利用施

設(社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者

が利用する施設)の調査結果に基づき、山地災害危険地区など土砂災害の危険

区域に所在する施設の管理者、防災責任者に対し、県と協力してその旨を周

知する。 

(6) 土砂災害対策の推進 

県は、土砂災害危険箇所等について順次、土砂災害防止法に基づく基礎調

査結果を踏まえ、災害発生のおそれのある地域を土砂災害（特別）警戒区域

に指定している。市は、この区域について、土砂災害に関する情報の収集や

伝達、予報または警報の発令や伝達、避難その他必要な警戒避難体制を確立

する。また、避難勧告等の発令基準の策定、防災意識の普及等の総合的な土砂

災害対策を推進する。 

（7） 土砂災害警戒区域に関する警戒避難体制の整備 

ア 市防災会議は、土砂災害危険箇所等に関する資料を地域防災計画に掲載

し、関係住民への周知が図られるよう考慮する。 

イ 市防災会議は、土砂災害警戒区域の指定があったときは、市地域防災計

画において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる事項について定め、警戒避

難体制の充実・強化を図る。 

(ｱ) 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及

び伝達に関する事項（(ｴ)に掲げる施設の所有者又は管理者に対する土

砂災害警戒情報の伝達方法等） 

(ｲ) 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事 

項 
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（ｳ） 土砂災害に係る避難訓練の実施に関する事項 

（ｴ） 警戒区域内に、要配慮者利用施設(社会福祉施設、学校、医療施設その

他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設)であって、急傾斜

地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設

を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認めら

れるものがある場合にあっては、これらの当該要配慮者利用施設の名称

及び所在地 

（ｵ） 救助に関する事項 

（ｶ） 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するた

めに必要な警戒避難体制に関する事項 

  ウ 土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）が発表された場

合に直ちに避難勧告、避難指示（緊急）を発令することを基本とした具体

的な発令判断につながる事項を設定する。 

（8） ハザードマップの作成及び周知 

市地域防災計画に基づきハザードマップを作成する。作成に当たっては、

土砂災害警戒区域等の範囲や避難場所、避難経路等を明示するとともに、土

石流等のおそれのある区域から避難する際の方向を示すなど、実際の避難行

動に資する内容となるよう努めるものとする。 

また、基礎調査の結果、土砂災害（特別）警戒区域に相当することが判明

した区域についても、土砂災害（特別）警戒区域の指定作業と並行して、上

記と同様の措置を講じるよう努める。 

なお、ハザードマップを住民等に周知するに当たっては、Ｗｅｂサイトに

加え、掲示板の活用や各戸配付、回覧板など様々な手法を活用して周知する

よう努める。 

(9) 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び

避難訓練の実施 

ア 計画の作成等 

土砂災害警戒区域内に位置し、市地域防災計画にその名称及び所在地を

定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、次の措置をとらなけ

ればならない。 

  (ｱ) 計画の作成 
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急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用

施設の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練そ

の他の措置に関する具体的計画の作成及び市への報告 

(ｲ) 訓練の実施 

急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用

施設の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練の実施 

イ 施設管理者等に対する防災知識の普及 

市は、地域防災計画に要配慮者利用施設の名称及び所在地を定めた場合

に、当該要配慮者利用施設の管理者等に対して、水害や土砂災害の危険性

を説明するなど、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施の重要性を認識

させるよう努める。 

ウ 施設管理者等に対する支援 

市及び県は、市地域防災計画に名称及び所在地が定められた要配慮者利

用施設における避難確保計画の作成及び避難訓練の実施について、当該要

配慮者利用施設の管理者等を、連携して支援するよう努める。 

エ 市長の指示等 

市長は、地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用

施設が作成する避難確保に関する計画について、当該要配慮者利用施設の

所有者又は管理者が計画を作成していない場合において、急傾斜地の崩壊

等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用し

ている者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認めると

きは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対して必要な指示をす

ることができ、また、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正当

な理由がなくその指示に従わなかったときは、その旨を公表することがで

きる。 

(10) 農地防災対策 

農地及び農業用施設の災害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農

業経営の安定を図り、あわせて国土の保全に資する。 

(11) ため池 

ため池等の被災は農地・農業用施設のみならず公共施設・住宅等に多大な

影響を及ぼすことから、堤体、洪水吐等の現状を十分把握するとともに脆弱
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性が確認された場合は、改修工事等必要な対策を実施する。 

また、防災重点ため池（決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存

在し、人的被害を与えるおそれのあるため池）について、耐震化等を推進す

るとともにハザードマップの作成を行い、適切な情報提供を図るものとする。

資料 「様式・資料集」土石流危険渓流（資料１－２） 

急傾斜地崩壊危険箇所・危険区域（資料１－３） 

山地災害危険地区（資料１－４） 

危険箇所等の定義 

危険地区、危険箇所等の名称 定    義 

山地災害 

危険地区 

山腹崩壊危険地区 地形（傾斜、土層深）、地質、林況等からみて、

山腹崩壊により人家、公共施設に被害を与える

おそれがある地区 

崩壊土砂流出危険

地区 

地形（傾斜、土層深、渓床勾配）、地質、林況

等からみて、山腹崩壊により発生した土砂が土

石流となって流出し、人家、公共施設に被害を

与えるおそれがある地区 

土砂災害 

危険箇所 

土石流危険渓流 土石流の発生の危険性があり、１戸以上の人家

（人家がなくても官公署、学校、病院及び社会

福祉施設等の要配慮者利用施設、駅、旅館、発

電所等の公共施設がある場合を含む）に被害が

生じるおそれがある渓流 

急傾斜地崩壊危険

箇所 

傾斜度 30 度以上、高さ５ｍ以上の急傾斜地で

被害想定区域内に人家が１戸以上（人家がなく

ても官公署、学校、病院、駅、旅館等のある場

合を含む）ある場所 

土砂災害警戒区域等の定義 

警戒区域等の名称 定    義 

土砂災害 

警戒区域 

土石流 土石流のおそれのある渓流で、扇頂部から下流

で勾配が２度以上の区域 
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急傾斜地の崩壊 傾斜度 30度以上、高さ５ｍ以上の急傾斜地で、

斜面上部（斜面の上部から 10ｍ以内）、斜面及

び斜面下部（斜面の下端から斜面の高さの２倍

以内）の区域 

土砂災害 

特別警戒 

区域 

土石流、急傾斜地

の崩壊 

土砂災害警戒区域のうち、住宅などが損壊し、

住民の生命または身体に著しい危害が生じる

おそれのある区域 

３ 文化財の保護 

(1) 防災思想の普及 

文化財に対する市民の愛護精神を高め、防災思想の普及を図る。 

(2) 管理者に対する指導・助言 

管理者に対する防災知識の普及を図るとともに、管理、保護について指導、

助言を行う。 

(3) 連絡・協力体制の確立 

災害が発生した場合に備え、管理者等は、県、市及び消防関係機関等との

連絡・協力体制を確立する。 

(4) 適切な修理の実施 

適時、適切な修理を実施し、予想される被害を未然に防止する。 

(5) 防火・消防施設等の設置 

自動火災報知設備、貯水槽、防火壁、消防道路等の施設の設置を促進する。 

(6) 文化財及び周辺の環境整備 

文化財並びに周辺の環境整備を常に実施する。 

４ 安全なまちづくり 

「安全都市・春日井の実現」を目指して設置された春日井市安全なまちづく

り協議会が行う「春日井安全アカデミー」など市民との交流を通じた安全なま

ちづくり事業に対して積極的に支援する。 

 

第２節 都市基盤整備の推進 

道路、河川等の公共施設の整備・改良に努め、風水害等の災害に対する安全性

を確保するとともに、総合的な治水・排水対策を促進する。 

 



 

 

- 59 - 

１ 公共施設 

(1) 道路 

ア 道路防災対策 

(ｱ) 浸水時の転落防止のため、占用者に対してマンホールや水路側溝蓋の 

浮上飛散防止等必要な対策を指導し、安全性の向上を図る。 

   (ｲ) 山間地域の道路については、豪雨や台風によって土砂崩れや落石など 

の災害が発生する可能性があるため、法面処理工、落石覆工などの対策

を実施する。 

イ 道路の排水対策 

雨又は溢水による道路面の流失防止や、法面の浸食、崩壊を防止するた

め、側溝等道路の排水施設を充実するとともに、道路を良好な状態に保つ

ため平素から点検補修や清掃等の維持管理に努める。 

ウ 道路の冠水、埋没等の措置 

(ｱ) 警察及び道路管理者と協力し、速やかに通行止等の措置がとれるよう

体制の整備を図る。 

(ｲ) 排水ポンプ等は、平素から正常に作動するよう点検整備を実施すると

ともに、冠水時には道路情報板による通行止等の措置ができるよう設備

の充実に努める。 

(ｳ) 土砂崩れ等による道路の埋没や陥没に対処できるよう、関係団体等と

協議し、緊急時に即応できる体制を整備する。 

(2) 公園等 

災害時に、緊急的な避難場所や延焼遮断地帯として、有効に機能する公園

及び緑地帯の整備に努め、計画に当たっては、規模及び適正な配置に留意す

る。 

(3) 河川等 

ア 河川管理者は、決壊、溢水等の水害を防止するため、関係機関と協力し

て河川及びため池の堤防や護岸等河川構造物の改修、改良に努める。 

イ 市は、流域内の開発等に伴う地域の保水、遊水機能の低下に対処できる

よう、市排水基本計画に基づく総合的な治水対策の推進を図る。 

ウ 河川情報等の提供 

中部地方整備局及び県は、水防活動を行う上で必要な雨量、河川水位、
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潮位観測局のデータや河川監視カメラの画像を市町村等水防関係機関へ

提供するとともに、住民の自主避難や迅速かつ的確な避難体制の確保を図

るため、インターネットによる公開を行う。 

また、県は、雨量、河川水位、潮位等について、メールによる情報配信

を行う。 

  エ 予想される水災の危険の周知等 

市長は、区域内に存する河川のうち洪水時の避難を確保することが特に

必要と認められる河川について、過去の浸水状況等を把握することに努め、

予想される水災の危険を住民等に周知しなければならない。 

オ 市民の自発的な行動の促進 

市は県と連携し、水害に直面した際に、市民が適切な行動を選択できる

よう、市民目線の情報提供と市民の自発的な行動を育む地域協働型の取組

を「みずから守るプログラム」として推進する。 

カ 水災害連携の連絡会・協議会 

    (ｱ) 洪水予報連絡会 

県内の流域面積が大きい河川で洪水により相当な損害を生ずるおそ

れがあるものとして国又は県が指定した洪水予報河川について、国管理

河川については中部地方整備局、気象台、関係市町村等と連携した洪水

予報連絡会を開催し、水位等の観測通報に協力し、水害の軽減に努める

ものとする。 

また、県管理河川についても、それに準じた担当者会議を開催する。 

(ｲ) 大規模氾濫減災協議会（水防災協議会） 

水防法第15条の9及び10に基づく大規模氾濫減災協議会として、県及

び国は県管理河川、国管理河川等を対象に水防災協議会を設立し、各圏

域、流域の関係市町村、気象台等とともに氾濫特性、治水事業の現状等

を踏まえて、円滑な避難水防活動、減災対策等のため連携して一体的に

取り組むこととする。 

キ 洪水浸水想定区域の指定 

中部地方整備局及び県は、水防法に基づき、洪水予報を行う河川又は水

位情報を周知する河川について、想定し得る最大規模の降雨により河川が

氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定し、
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指定の区域及び浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間等を公表す

るとともに、洪水浸水想定区域を指定したときには、洪水浸水想定等の情

報を提供することにより、市の洪水ハザードマップ（防災マップ）作成を

支援する。 

○ 洪水予報を行う河川 

   庄内川（国土交通大臣指定） 

○ 水位情報を周知する河川 

   八田川、内津川（県知事指定） 

ク 市は、水防法に基づき、雨水出水特別警戒水位に到達した旨の情報を提

供する公共下水道等の排水施設等として指定した排水施設等について、想

定し得る最大規模の降雨により排水施設に雨水を排除できなくなった場合

又は排水施設から河川等に雨水を排水できなくなった場合に浸水が想定さ

れる区域を雨水出水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した

場合に想定される水深、浸水継続時間等を公表する。 

ケ 水防管理者における措置 

水防管理者は、洪水浸水想定区域（近接する区域を含む）かつ輪中堤防

等の区域であって、浸水の拡大を抑制する効用があると認めたときには、

河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、浸水被害軽減地区と

して指定することができる。 

また、委任を受けた民間事業者が水防活動を円滑に実施できるよう、あ

らかじめ災害協定等の締結に努めるものとする。 

コ 浸水想定区域においての措置 

（ｱ）市地域防災計画に定める事項 

市防災会議は、洪水浸水想定区域又は雨水出水浸水想定区域（以下「浸

水想定区域」という。）の指定のあったときは、市地域防災計画におい

て、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定め、

避難体制の充実強化を図る。 

ａ 洪水予報等の伝達方法 

ｂ 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事

項 

ｃ 災害対策基本法第48条第１項の防災訓練として市長が行う洪水又は
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雨水出水に係る避難訓練の実施に関する事項 

ｄ 浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施

設の名称及び所在地 

（a）地下街等（※）でその利用者の洪水時又は雨水出水時（以下「洪水

時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防

止を図る必要があると認められるもの 

※ 地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設

（地下に建設が予定されている施設又は地下に建設中の施設であって、

不特定かつ多数の者が利用すると見込まれるものを含む。） 

（b）要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主とし

て防災上の配慮を要する者が利用する施設）でその利用者の洪水時の円

滑かつ迅速な避難の確保を図る必要があると認められるもの 

（c）大規模な工場その他の施設であって国土交通省令で定める基準を参

酌して市の条例で定める用途及び規模に該当するものでその洪水時等

の浸水の防止を図る必要があると認められるもの 

ｅ ｄを定めるときは、施設の区分に応じ、洪水予報等の伝達方法 

（ｲ） ハザードマップの配布 

市地域防災計画において定められた洪水予報等の伝達方法、避難場所

その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並び

に浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等の名称

及び所在地について住民に周知させるため、これらの事項を記載した防

災マップ等の配布その他の必要な措置を講じるものとする。その際、河

川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区

域」として明示するとともに、避難時に活用する道路において冠水が想

定されていないか住民等に確認を促すよう努めるものとする。 

   また、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の

災害リスクや住宅の条件等を考慮した上でとるべき行動や適切な避難先

を判断できるよう、周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避

難所・避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人

宅等も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避

難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるもの
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とする。 

サ 地下街等の所有者又は管理者における措置 

浸水想定区域内に位置し、市地域防災計画にその名称及び所在地を定め

られた地下街等の所有者又は管理者は、次の措置をとらなければならない。 

（ｱ）計画の策定 

単独で又は共同して、当該地下街等の利用者の洪水時又は雨水出水時の

円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時又は雨水出水時の浸水の防止を図

るために必要な訓練その他の措置に関する計画の作成、公表。 

なお、避難確保・浸水防止計画を作成しようとする場合においては、接

続ビル等（地下街等と連続する施設であって、当該地下街等の利用者の洪

水時等の円滑かつ迅速な避難の確保に著しい支障を及ぼすおそれのある

施設）の管理者等の意見を聴くよう努めるものとする。 

（ｲ）訓練の実施 

地下街等の利用者の洪水時又は雨水出水時の円滑かつ迅速な避難の確

保及び洪水時又は雨水出水時の浸水の防止のための訓練の実施 

（ｳ）自衛水防組織の設置 

地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時又

は雨水出水時の浸水の防止を行う自衛水防組織の設置及び市への設置の

報告 

シ  要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び避難訓練の実施 

（ｱ）計画の作成等 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、市地域防災計画にその名

称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、次

の措置をとらなければならない。 

a  計画の作成 

要配慮者利用施設の利用者の洪水時又は雨水出水時の円滑かつ迅速

な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する具体的計

画の作成及び市への報告 

b  訓練の実施 

要配慮者利用施設の利用者の洪水時又は雨水出水時の円滑かつ迅速

な避難の確保のための訓練の実施 
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（ｲ）自衛水防組織の設置 

要配慮者利用施設の利用者の洪水時又は雨水出水時の円滑かつ迅速な

避難の確保を行う自衛水防組織の設置に努め、設置したときは、市への

報告を行わなければならない。 

（ｳ）施設管理者等に対する防災知識の普及 

市は、地域防災計画に要配慮者利用施設の名称及び所在地を定めた場合

に、当該要配慮者利用施設の管理者等に対して、水害や土砂災害の危険

性を説明するなど、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施の重要性を

認識させるよう努める。 

（ｴ）施設管理者等に対する支援 

市及び県は、市地域防災計画に名称及び所在地が定められた当該要配慮

者利用施設における避難確保計画の作成及び避難訓練の実施について、

当該要配慮者利用施設の管理者等を、連携して支援するよう努める。 

（ｵ）市長の指示等 

      市長は、地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用

施設が作成する避難確保に関する計画について、当該要配慮者利用施設

の所有者又は管理者が計画を作成していない場合において、当該要配慮

者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、

必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者

に対して必要な指示をすることができ、また、当該要配慮者利用施設の

所有者又は管理者が、正当な理由がなくその指示に従わなかったときは、

その旨を公表することができる。 

ス 大規模工場等の所有者又は管理者における措置 

浸水想定区域内に位置し、市地域防災計画にその名称及び所在地を定め

られた大規模工場等の所有者又は管理者は、次の措置をとるよう努めなけ

ればならない。 

（ｱ）計画の策定 

大規模工場等の洪水時又は雨水出水時の浸水の防止を図るために必要

な訓練その他の措置に関する計画の作成 

（ｲ）訓練の実施 

大規模工場等の洪水時又は雨水出水時の浸水の防止のための訓練の実    
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施 

（ｳ）自衛水防組織の設置 

大規模工場等の洪水時又は雨水出水時の浸水の防止を行う自衛水防組

織の設置及び市への報告 

(4) 鉄道 

鉄道事業者は、災害時の旅客の安全と輸送の円滑を図るため、次の事項に

ついて対策を講ずる。 

ア 鉄道施設等の防災構造化 

イ 安全施設等の整備 

２ 都市排水対策 

市街地の浸水防除を重点とした生活環境の整備を図り、快適な都市生活を確

保するため、都市下水路事業、公共下水道事業等の排水施設整備事業を総合的

に推進する。 

(1) 公共下水道事業 

生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るとともに、市街地におけ

る雨水排除を図るため、ポンプ場、下水管渠の新設又は改修を行い、予想さ

れる被害の未然防止に努める。また、必要に応じて調整池等を設ける。排水

ポンプ場施設の新設、改修にあたっては、氾濫、浸水時の機能確保のために

必要な耐水対策を行う。 

(2) 都市下水路事業 

都市化に伴い浸水被害が発生しやすい市街地に、ポンプ場、下水路の新設

又は改修を行い、被害を未然に防止する。 

また、必要に応じて調整池等を設ける。排水ポンプ場施設の新設、改修に

あたっては、氾濫、浸水時の機能確保のために必要な耐水対策を行う。 

(3) 総合的な排水対策 

市街地の排水対策に当たっては、土地区画整理事業等の都市基盤整備事業

に併せ、総合的な排水対策を推進するよう努める。 

ア 過去の浸水状況等を参考の上、排水不良地域の実態の調査・把握に努め

る。 

イ 側溝、下水道、河川等は一体となり排水するので、計画及び事業の実施

に当たっては、相互の調整を十分図るよう努める。 
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ウ 下水道法に基づく浸水被害対策区域において、民間の雨水貯留施設等の

整備と連携して浸水被害の軽減を推進する。 

エ 公園等の公共施設に、雨水貯留槽、浸透施設等の設置を積極的に推進す

る。 

オ 地蔵川及び八田川の排水対策として、治水安全度の向上を図るよう改修

工法を検討し、国及び県に積極的に要望する。 

カ 水防注意箇所について、国及び県と具体的な水防工法を検討する。 

キ 水防倉庫を整備し、水防活動に必要な排水ポンプ、杭木、土のう、スコ

ップ等の資機材を備蓄する。 

ク 排水機場の運転管理者は、河川水位を基準として排水機の運転及び停止

（運転調整含む）に関し、対応するものとする。 

資料 「様式・資料集」河川・ため池注意箇所（資料１－１） 

 

第３節 防災対策施設の整備 

災害時の応急対策活動を迅速かつ的確に実施するため、重要な施設の役割・機

能を明確にし、必要な設備及び資機材の整備に努める。なお、公共建築物の新設

等に際しては必要な浸水対策等を促進する。 

１ 市役所庁舎 

災害時の中枢として災害対策本部を設置し、総合的な情報の収集、市の意思

決定を行い、応急対策、復旧対策を実施する。 

(1) 災害対策本部の機能が円滑に実施できるよう総合防災情報システムの整備

を図る。 

(2) 庁舎屋上に番号標示を行い、ヘリコプター等からの災害応急活動の効率化

を図る。 

２ 指定避難所等 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、可能な限り集団で指定避

難所へ避難する。大規模火災が発生した場合で指定避難所に延焼のおそれがあ

るときは、避難路を経由して広域避難場所等の他の安全な場所へ避難する。そ

のため、これら避難所の指定及び避難路の選定を行い、整備を図る。 

(1) 指定避難所等の指定 

避難所が被災した住民が一定期間滞在する場であることに鑑み、円滑な救
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援活動を実施し、また一定の生活環境を確保する観点から、小学校等の市民

に身近な公共施設等を規模条件、構造条件、立地条件、交通条件等の災害対

策基本法施行令に定める基準に従って指定するものとし、各施設において、

あらかじめ、必要な機能を整理し、耐震性、耐火性の確保、バリアフリー化、

備蓄場所の確保、通信設備の整備等を進めるものとする。 

また、災害の危険が切迫した場合における市民の安全な避難先を確保する

ために、災害の種類に応じてその危険の及ばない場所・施設を指定緊急避難

場所として、災害対策基本法施行令に定める基準に従って指定するものとす

る。 

なお、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指

定緊急避難場所を近隣市町村に設けるものとする。 

ア 指定避難所 

災害時の避難所として次の小学校等を指定し、市民の安全確保、物資の

配給等被災者の救援を行う。また、標示板を設置するなど市民に周知する。 

指定避難所 

味美小、山王小、白山小、勝川小、春日井小、牛山小、

松山小、柏原小、鷹来小、西山小、大手小、東野小、北

城小、小野小、上条小、神領小、篠木小、八幡小、篠原

小、松原小、鳥居松小、高座小、不二小、玉川小、出川

小、坂下小、西尾小、神屋小、高森台小、中央台小、東

高森台小、石尾台小、押沢台小、藤山台小、岩成台小、

岩成台西小、丸田小、高蔵寺まなびと交流センター、旧

西藤山台小学校施設、中部大学、南城中 

イ 福祉避難所 

要配慮者の避難所として次の施設を指定し、安全確保等の救援を行う。

また、標示板を設置するなど市民に周知する。 

福祉避難所 

味美ふれあいセンター、知多公民館、西部ふれあいセン

ター、鷹来公民館、勤労福祉会館、南部ふれあいセンタ

ー、第一希望の家、第二希望の家、総合福祉センター、

福祉作業所、高蔵寺ふれあいセンター、坂下公民館、東

部市民センター、青年の家、保健センター、少年自然の

家 

（注） 第一希望の家、第二希望の家及び福祉作業所については、知的
障がい者の受入を優先する。 

ウ 指定緊急避難場所 

（ｱ） 広域避難場所 
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大規模災害時に、一時的に多くの市民が避難でき、延焼の危険性が少

ない大規模なオープンスペースを広域避難場所として指定するととも

に、広域避難場所及び周辺道路に案内標識、誘導標識を設置するなど市

民に周知する。 

（ｲ） 緊急避難場所 

市は、広域避難場所へ避難する前の中継地点として、避難者が一時的

に集合して様子を見る場所又は集団を形成する場所並びにボランティ

ア等の救援活動拠点となる場所として、公園、グラウンド等を一次避難

場所として確保する。 

市では、この一次避難場所については、その規模及び人口の集中度に

応じ地域の公園等を、緊急避難場所として指定し、、標示板を設置するな

ど市民に周知する。 

エ 指定避難所及び福祉避難所が備えるべき設備 

指定避難所及び福祉避難所には、内閣府が作成した「避難所における良

好な生活環境の確保に向けた取組指針」を踏まえ、テント、仮設トイレ、

マンホールトイレ、毛布等の整備を図るとともに、マスク、消毒液の備蓄

に努める。さらに、空調、洋式トイレなど要配慮者にも配慮した施設・設

備の整備に努める。 

なお、バリアフリー化がされていない施設を避難所とした場合には、要

配慮者が利用しやすいよう障がい者用トイレ、スロープ等の仮設に努める。 

また、緊急時に有効な防災行政無線、ファクシミリ等の設備を平常時か

ら避難所等に備え付け、利用できるよう整備に努める。 

オ 避難所の追認 

災害時に、複数の避難者がやむを得ず指定避難所以外の施設等へ避難し

た場合は、申し出によりその場所を新たに避難所として追認、登録し、指

定避難所と同様の支援を行う。 

(2) 指定避難所の整備 

ア 避難者を受け入れる場所、医療、物資保管、ボランティア詰所その他避

難所運営に必要なスペースをあらかじめ定めておく。 

イ 避難者の生活を確保するための最低限必要な資機材等を計画的に整備す

るよう努める。 
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ウ 標示板を設置するなどして市民に周知する。 

エ 緊急時に有効と思われる設備には、次のものが考えられるが、これらに

ついては平常時から指定避難所等に備え付け、即時に利用できるよう整備

に努めるものとする。 

(ｱ) 情報受発信手段の整備：防災行政無線、ファクシミリ、拡声器、コピ

ー機、テレビ、携帯ラジオ、パソコン、ホワイトボード等 

(ｲ) 運営事務機器の整備：コピー機、パソコン等 

(ｳ) バックアップ設備の整備：投光器、自家発電設備等 

(3) 避難路の整備 

各地域と指定避難所、福祉避難所及び指定緊急避難場所を結ぶ避難路は、

原則として通学路を選定し、整備を図る。 

資料 「様式・資料集」指定避難所（資料２－６－(1)） 

福祉避難所（資料２－６－(2)） 

広域避難場所（資料２－６－(3)） 

緊急避難場所（資料２－６－(4)） 

避難路（資料２－６－(5)） 

(4) 避難に関する広報 

   市及び県は、住民が的確な避難行動をとることができるようにするため、

指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の周辺道路に、案内標識、誘

導標識等を設置し、平素から地域住民に周知を図るものとする。 

また、指定緊急避難場所、指定避難所、福祉避難所及び災害危険地域等を

明示した防災マップ、洪水時の浸水想定区域及び浸水深を示したハザードマ

ップ、広報誌・ＰＲ紙などを活用した広報活動、並びに研修を実施し、住民

の意識啓発を図るものとする。 

なお、防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工夫をすること

により、災害からの避難に対する住民等の理解の促進をはかるよう努める。 

ア 指定緊急避難場所等の広報 

    次の事項につき、地域住民に対する周知徹底に努めるものとする。 

   (ｱ) 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の名称 

   (ｲ) 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の所在位置 

   (ｳ) 避難地区分け 
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   (ｴ) 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所への経路 

   (ｵ) 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の区分 

   (ｶ) その他必要な事項 

ａ 指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所の役割が違うこと 

ｂ 指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること 

イ 避難のための知識の普及 

    必要に応じて、次の事項につき住民に対して、普及のための措置をとる

ものとする。 

   (ｱ) 平常時における避難のための知識 

   (ｲ) 避難時における知識 

    ａ 避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避

難場所への移動を原則とすること 

ｂ 避難の際には発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場 

所を避難先として選択すべきであること 

ｃ 避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うこ

とがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する

場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内安全確保（垂直避難

等）」を行うべきこと 

ｄ 【警戒レベル５】災害発生情報が発令された場合、未だ避難できて

いない住民は命を守るための最善の行動をとる必要があること 

   (ｳ)  指定緊急避難場所、指定避難所及び福祉避難所滞在中の心得 

  ウ その他 

(ｱ) 市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置す

る際に、愛知県避難誘導標識等設置指針を参考とし、指定緊急避難場所

の場合には、日本産業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、ど

の災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。 

(ｲ) 市及び県は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関す

る周知に努める。 

(5) 避難所の運営体制の整備 

ア 県が作成した「愛知県避難所運営マニュアル」や「妊産婦・乳幼児を守

る災害時ガイドライン」などを参考に、各地域の実情を踏まえ、避難所ご
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とに運営体制の整備を図るものとする。 

イ 市は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために

必要な知識等の普及に努め、住民等が主体的に避難所を運営できるように

配慮する。 

ウ 避難所の運営にあたっては、現に避難所に滞在する住民だけでなく、在

宅や車中、テントなどでの避難生活を余儀なくされる住民への支援も念頭

に置いた運営体制を検討する。 

エ 市は、指定管理施設を指定避難所とする場合には、施設の設置者及び指

定管理者との間で、あらかじめ避難所運営に関する役割分担等を明確にし

ておくものとする。 

オ 市は、避難所でのペット同行避難者の受入体制について検討する。 

カ 市は、避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わら

ず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について

勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努めるもの

とする。 

キ 感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含め、県が作

成する「避難所における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」

などを参考に、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して取

組を進めるとともに、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて

検討するよう努めるものとする。 

３ 防災中枢機能の充実 

 (1) 市、県及び防災関係機関は、保有する施設、設備について代替エネルギー

システムや電動車等の活用を含め自家発電設備、LPガス災害用バルク、燃料

貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間（最低３日間）の発電ができるような

燃料の備蓄等に努めるものとする。その際、物資の供給が相当困難な場合を

想定した食糧、飲料水、燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備、通信

途絶時に備えた衛星携帯電話の整備等非常用通信手段の確保を図るものと

する。 

 (2) 市及び県は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整

備を図り、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。 
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４ その他の施設 

(1) 大規模災害時の救援物資受入れ施設として、総合体育館を指定する。 

(2) 大規模災害時の医療用救援物資受入れ施設として、総合保健医療センター、

保健センターを指定する。 

 

第４節 ライフライン施設 

ライフライン施設は、日常生活及び産業活動上欠くことができないものである

ことから、施設等の管理者は、ライフライン関係施設等について、浸水防止対策

等災害に対する安全性の確保を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施

設の整備等による代替性の確保を進める。 

また、市及び県は、停電や通信障害が広域的に発生する事態に備え、倒木の伐

採・除去や道路啓開作業等の支援など、電力事業者、通信事業者、建設業団体、

自衛隊等関係機関と早期復旧のための協力体制の整備を推進する。 

さらに、県、電気事業者及び電気通信事業者が倒木等により電力供給網、通信

網に支障が生じることへの対策として、事前伐採等を実施する際には、市は協力

に努めるものとする。 

１ 電力施設 

(1) 受・変電設備 

風雨による被害発生のおそれはほとんどないと判断されるが、地形的に水

害を受けやすい箇所については、敷地、機器、建物のかさ上げを行ったり、

防水壁・防水扉などを設け浸水を防止したりする対策を行う。 

(2) 送電設備 

送電設備は、台風を考慮した風圧荷重で支持物や電線の強度設計がなされ

ているが、飛来物による被害が考えられることから、破損、飛来しやすい工

事用防護ネット、ビニールハウス等の補強または一時撤去について設計者等

に依頼する。 

(3) 配電設備 

配電設備は、安全を考慮した電気設備技術基準に基づき設計されているの

で、風水害等の被害を受けても重大な事故に至ることはないと判断されるが、

集中豪雨などによる対策として、建設ルートの選定にあたっては土砂の流出、

崩壊を起こしそうなか所を極力避けて、迂回するような慎重な配慮をする。 
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２ ガス施設 

(1) ガス貯蔵・圧送設備 

ア 浸水のおそれがある設備には、防水壁、防水扉及び排水ポンプ等の設置

及び機器類・物品類の嵩上げによる流出防止等必要な措置を講ずる。 

イ 風水害の影響を受けやすいか所の補強又は固定を行うとともに、不必要

なものは除去する。 

ウ 風水害の発生が予想される場合は、予め定めるところにより巡回点検す

る。 

(2) ガス供給設備 

風水害の発生が予想される場合は、予め定めた主要供給路線、橋りょう架

管及び浸水のおそれがある地下マンホール内の整圧器等を巡回点検する。 

３ 上水道 

(1) 主要な水道施設は、必要に応じて強風及び洪水による流水の作用に対し安

全な構造とする。 

(2) 浸水による被害の恐れのある水道施設及び水道用薬品貯蔵施設については、

浸水防止等の必要な措置を講ずる。 

(3) 洪水による水道施設への汚染を防ぐための必要な措置を講ずる。 

４ 下水道 

(1) 主要施設の安全構造化 

主要な下水道施設については、必要に応じて強風、浸水等に対し安全な構

造とする。 

(2) 災害対策用資機材の確保 

可搬式排水ポンプその他災害対策用資機材の確保に平時から努めるととも

に、定期的に保管状況を点検し、整備する。 

(3) 自家発電設備等の整備 

商用電力の停電時の対策として、必要に応じて自家発電設備等を整備する。 

(4) 協定の締結 

発災後においても下水道施設の維持又は修繕が、迅速かつ円滑に行われる

よう民間事業者等との協定締結などに努める。 
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第４章 防災に関する調査研究 

災害は、広範な分野にわたる複雑な現象で、その実態は地域的な特性を有して

いる。防災に関する調査研究に当たっては、広範多岐にわたる相互の緊密な連携

を図り、地域の特性に応じた総合的な体制を確立し、その効率的な推進を図る。

また、これまでに実施してきた調査研究の成果を積極的に防災対策に生かしてい

くとともに、社会的な変化に対応できるよう、具体的な施策の推進に必要な調査

研究を実施していく。さらに、水防法第 10条第２項及び第 11条第１項の規定に

より指定された河川について、災害危険区域及び避難場所等を具体的に示した洪

水ハザードマップの活用に努める。 

１ 水害危険地域 

地形、降雨量、河川流量、堤防の高さ及び強弱、河床の状況、池沼の貯水量

等の調査 

２ 地すべり等危険地域 

地形、地質、地形のこう配状況、降水、飽和雨量、地表水及び地下水の状況、

土地の滑動状況、立木の状況等の調査 

３ 火災危険地域 

地勢、気象、建物の状況、工場等特殊施設の配置・構造・取扱品目、消防施

設・設備の状況、消防水利、道路状況等の調査 

４ 地籍調査 

市は、防災化の推進や円滑な災害復旧に資するため、土地の最も基礎的な情

報である面積や境界等を世界測地系による数値情報により正確に把握し、記録

する地籍調査の推進を図る。 
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第５章 市民等のとるべき措置 

注意報又は警報が発令された場合は、市民等は、家庭及び職場においては、次

に掲げるような措置を講ずるものとする。 

１ 家庭においてとるべき措置 

(1) 食糧、水、燃料等を３日分以上（可能な限り１週間分程度）は常備し、い

つでも取り出せるところに置いておく。 

(2) 家族の集合場所及び連絡方法をあらかじめ決めておく。 

(3) テレビ、ラジオのスイッチは常に入れ、正確な情報を収集し、対策本部等

からの情報に注意する。 

(4) 家庭内で、防災に関する次のような仕事の分担と段取りを決め、すぐに取

りかかる。 

ア 避難所や避難路の確認をする。 

イ 石油類、プロパンガス等の危険物の安全措置をとる。 

ウ 飲料水、食糧、携帯ラジオ、懐中電灯、医薬品等の非常持出品及び救助

用具の確認をする。 

エ 浸水の恐れのある箇所については、事前に対策を講ずる。 

(5) 身軽で安全な服装に着替える。 

(6) 自主防災組織は、出動の準備をする。 

２ 職場においてとるべき措置 

(1) 防火管理者、保安責任者等を中心に、職場で防災に関する次のような仕事

の分担と段取りを決め、すぐに取りかかる。 

ア 注意報又は警報の情報を収集し、職場内へ伝達する。 

イ 危険物の保安に注意し、危険箇所を点検する。 

ウ 非常持出品を確認する。 

エ 消防・防災設備を点検し、作動状態を確かめる。 

オ 不特定多数の者が出入りする場所では、入場者の安全確保対策を確認す

る。 

カ 浸水の恐れのある箇所については、事前に対策を講ずる。 

(2) 職場内の自衛消防組織の出動体制を整備する。 

(3) 職場の条件及び状況に応じ安全な場所で待機する。 

(4) 近くの職場同士で協力し合う。 
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(5) 一般車両、危険物車両等の運行は自粛する。 

(6) 工事中の箇所があれば、安全点検を行い、工事を一時中断する。 
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第６章 企業防災の促進 

 

第 1節 基本方針 

１ 企業防災の重要性 

企業の事業継続・早期再建は市民の生活再建や街の復興にも大きな影響を与

えるため、企業活動の早期復旧にも迅速さが求められる。 

しかしながら、想定されるような大規模災害においては、従来の国・地方公

共団体を中心とした防災対策だけでなく国全体として災害に備える必要があ

り、愛知県地震防災推進条例に掲げる自助・共助・公助の理念に基づき、企業

も防災の担い手としての取組が極めて重要となる。 

大規模災害時の被害を最小限にとどめ、できる限り早期の復旧を可能とする

予防対策を推進する必要があり、そのために企業は、顧客・従業員の生命、財

産を守るとともに、企業にとって中核となる事業を継続あるいは早期に復旧さ

せるための事業継続計画（Business Continuity Plan）の策定に取り組むなど、

予防対策を進める必要がある。 

２ 企業防災の促進 

市、県及び商工団体等は、企業の防災意識の向上を図り、災害時に企業が果

たす役割が十分に実施できるよう、事業継続計画の策定等、企業の自主的な防

災対策を促進していくとともに、防災対策に取り組むことができる環境の整備

に努める。 

また、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災

対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努

める。 

 

第２節 対策 

１ 企業の取組 

（1) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用 

企業は、災害時の企業の果たす役割を十分に認識し、自らの自然災害リス

クを把握するとともに、リスクに応じたリスクコントロールとリスクファイ

ナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実施に努めるものとする。

具体的には、各企業において、災害時に重要業務を継続するための事業継続



 

 

- 78 - 

計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努めるとともに、損害保険等への加入

や融資枠の確保等による資金の確保、防災体制の整備、防災訓練の実施、事

業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・

電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェー

ンの確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業継続マネジメ

ント（ＢＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努める。 

特に、食糧、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害応

急対策等に係る業務に従事する企業等は、国及び地方公共団体が実施する企

業等との協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努

める。 

 (2) 生命の安全確保 

顧客及び自社、関連会社、派遣会社、協力会社などの役員・従業員の身体・

生命の安全を確保するものとする。また、事業者は、豪雨や暴風などで屋外

移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することのないよう、

テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせる

ための適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 (3) 防災体制の強化 

地域に災害が拡大することのないよう的確な防災活動を実施するための体制

の整備に努める。 

ア 危険物等の管理体制を強化する。 

イ 防火管理講習会等に積極的に参加し、従業員の防災意識の高揚を図る。 

ウ 事業所内における防災訓練を強化する。 

エ 飲料水、食糧、生活必需品等の備蓄に努める。 

オ 地域自主防災組織と積極的に協力して、事業所及び周辺地域の安全を確

保する。 

(4) 二次災害の防止 

落下防止、火災の防止、薬液の漏洩防止、危険区域の立入禁止など、自社

拠点における二次災害防止のための安全対策の実施が必要である。 

 (5) 地域との共生と貢献 

緊急時における企業・組織の対応として、自社の事業継続の観点からも、

地域との連携が必要であることから、地元地域社会を大切にする意識を持ち、
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地域との共生に配慮するよう努める。 

企業の社会貢献の例としては、義援金・物資の提供、帰宅困難者等への敷

地や建物の一部開放、被災地域の災害救援業務を支援するために必要とされ

る技術者の派遣等がある。また、被災時に救護場所や避難場所となる可能性

が高い施設を企業が有する場合、当該施設の自家発電・自家水源・代替燃料

などを平常時から確保することが望ましい。 

（6） 洪水及び雨水出水浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設及び大規

模工場等の所有者又は管理者における措置については、避難確保・浸水防止

計画の作成やそれに基づく、訓練の実施などの措置をとらなければならない。 

２ 企業防災の促進のための取組 

市及び県､商工団体等は、企業のトップから一般職員に至る職員の防災意識の

高揚を図るとともに、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進するための情報提

供や相談体制の整備などの支援等により企業の防災力向上の推進を図るものす

る。 

  また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練への積

極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(1) 事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定促進 

ア 普及啓発活動 

市及び県､商工団体等は、企業防災の重要性や事業継続計画（ＢＣＰ）  

等の必要性について積極的に啓発していくものとする。また、中小企業等

による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の普及を促進

するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。 

イ 情報の提供 

企業が事業継続計画（ＢＣＰ）等を策定するためには想定リスクを考え

る必要があり、そのため、市及び県はそれぞれが策定している被害想定や

洪水ハザードマップ等を積極的に公表するものとする。 

(2) 相談体制等の整備 

市及び県､商工団体等は、企業が被災した場合に速やかに相談等に対応で 

きるよう、相談窓口・相談体制等について検討するとともに、被災企業等の

事業再開に関する各種支援について予め整理しておくものとする。また、市

及び県は、あらかじめ商工団体等と連携体制を構築するなど、災害発生時に
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中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるもの

とする。 


